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１．都市計画道路見直しの目的 

 

○ いわき市では、平成元年に大規模な交通実態調査（パーソントリップ調査）を

実施し、平成４年には都市交通マスタープランを策定し、施策展開を図ってきた。 

 

○ しかし、その後の社会経済情勢の大きな変化により、都市交通マスタープラン

の見直しの必要が生じたため、平成 13年度～平成 14年度にかけて再び総合都市

交通体系調査を実施し、都市の「再生・活力」、生活の「安全・安心」及び「環

境」への配慮の３つを都市交通の基本目標に掲げ、「道路網整備」「公共交通施策」

「交通需要管理施策」及び「土地利用施策」の４つの施策から成る「新たな都市

交通マスタープラン」を平成 15年 12 月に策定した。 

 

○ 「道路網整備」については、既存ストックの有効活用とともに、市内と市外の

都市圏間や市内の各既成市街地間を結ぶ道路の機能向上、災害に強く防災に役立

つ道路の整備、安全で快適な自転車・歩行者空間の整備等の施策展開が求められ

ている。 

 

○ また、これまでの都市計画道路の多くは、経済成長期に都市への人口集中と市

街地の拡大等を前提に計画され、都市計画決定により将来の事業の円滑な施行を

確保するため建築制限をかけてきたケースもあるが、今後は人口減少社会等への

移行による都市活動量の変化、計画決定時と現在のまちづくり方針の違い、さら

には既存ストックの積極活用を前提とした道路整備等、これらの観点からも現都

市計画道路の再検証の必要性が高まっている。 

 

○ 本見直し方針は、長期間未着手の都市計画道路の見直しを含めた望ましい都市

計画道路網の形成に向け、現計画の重要性・必要性等を総合的に点検・検証し、

現計画の変更、廃止等の見直しについての基本的な考え方や手順等の方針を示し

たものである。 
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２．都市計画道路見直しの動き 

 
２－１ 国の動き  

 

都市計画運用指針（平成 12年 12 月 28 日策定） 

 

○ 都市施設は、都市の将来像を実現するために都市計画決定されたが、長期にわ

たり事業が行なわれていない施設についての計画の変更は慎重に行なわれるべ

きものである。 

 

○ これまでは、一度都市計画決定した施設の都市計画の変更についてあまりにも

慎重すぎたきらいもあるため、長期的にみれば都市の将来像も変わりうるもので

あり、必要に応じ変更の検討を行うことが望ましく、その必要性の変更理由を明

らかにして行なうべきである。 

 

社会資本整備審議会（平成 14 年７月８日中間とりまとめ） 

 

○ 現在の都市計画道路網の多くは、都市への人口集中とそれに対応する都市の拡

大等を前提とした計画となっている。 

 

○ 今後は、人口が減少しコンパクトな市街地形成が求められる等の社会情勢の変

化を踏まえ、将来都市像とそれに至る都市整備の道筋が見直される中、早期に道

路網の見直しの検討を行うことが必要であり、その結果に応じて速やかに都市計

画道路の追加、廃止、変更等の見直しを実施すべきである。 

 

都市計画運用指針（平成 14年度改訂） 

 

○ 道路の都市計画については、都市計画基礎調査や都市交通調査等の結果等を踏

まえ、また、地域整備の方向性の見直しとあわせて、その必要性や配置、構造等

の検証を行い、必要がある場合には都市計画の変更を行なうべきである。 

 

○ 長期にわたり未整備の路線については、長期的視点からその必要性が従来位置

づけられてきたものであり、単に長期未着手であるとの理由だけで見直しを行な

うことは望ましくなく、都市全体あるいは関連する都市計画道路全体の配置等を

検討する中で見直されるべきである。 

 

２－２ 県の動き  
 

○ 現在、福島県では国の動きに対応して、「長期未着手都市計画道路見直しガイ

ドライン」の策定を進めており、管内市町村の都市計画道路の見直しと連携しな

がら必要に応じ、県管理（予定）都市計画道路の見直しの検討を進めていくこと

としている。 
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３．都市計画道路の現状 

 

３－１ 都市計画道路の役割  

 

都市計画道路は、市民生活と都市活動に欠かせない重要な役割・機能(市街地

形成機能、交通機能、空間機能)を担っている。 

 

○ 都市計画道路は、都市計画法に位置付けられる都市施設であり、都市の健全な

発展と秩序ある整備を図るための最も重要な基盤施設として、その他の道路と共

に都市の骨格を形成している。 

 

○ また、土地利用を方向付けし街区を形成する「市街地形成機能」とともに、都

市活動に伴う円滑な移動を確保するための「交通機能」、下水道、電気等の収容

空間や防災空間、通風採光空間としての「空間機能」等、多様な役割を果たして

おり、市民の生活と都市活動に欠かせない重要な施設である。 
 

 

 

 

 

 

 

注） 「都市計画マニュアル」 (社)日本都市計画学会編より

　一定規模の宅地を区画する街区を形成する　街区形成機能
市街地形成機能

　都市の骨格として都市の主軸を形成すると共に、その発展方向や土　
　地利用の方向を規定する

　都市構造・土地　
　利用の誘導形成

　人々が集い、遊び、語らう日常生活のコミュニティ空間　生活空間

機 能 の 区 分 内　　　　　　　　　　容

　沿道の土地利用のための出入、自動車の駐停車、貨物の積み降ろし
　等の沿道サービス機能（アクセス機能）

　沿道利用機能
交　通　機　能

　人や物資の移動の通行空間としての機能（トラフィック機能）　通行機能

　都 市 環 境 機 能 　景観、日照等の都市環境保全のための機能

　都市防災機能
　災害発生時の避難通路や救援活動のための通路機能　避難・救援機能

　災害等の拡大を遅延・防止するための空間機能　災害防止機能

　都市モノレール、バス等の公共交通を導入するための空間
　公共交通のため
　の導入空間

空　

間　

機　

能
　収 容 空 間

　上下水道、ガス、電気、電話等の供給処理および通信情報施設のた
　めの空間

　供給処理・通信　
　情報施設の空間

　交通信号、案内板、ストリートファニチャー等のための空間
　道路付属物のた
　めの空間

表１ 都市内道路の機能 
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３－２ 都市計画道路の現状  

 

現  状 

○昭和４１年１０月のいわき市の発足に伴い、旧５市（平、磐城、勿来、常磐、

内郷）と旧２町（四倉、久之浜）が各々定めていた都市計画道路をいわき都市

計画道路として、８９路線、延長約２６３ｋｍを定めた。 

○その後、社会経済状況や交通状況等の変化に対応した道路整備を積極的に進め

るため、市内の道路網の骨格となる幹線街路をはじめ、区画街路や特殊街路の

都市計画決定（追加変更）が行われてきた。 

○平成１６年３月末現在、市内の都市計画道路は１３０路線(幹線街路１１５路

線、区画街路１３路線、特殊街路２路線)、総延長約３３３km あり、そのうち

整備済延長は約２３１km（約６９％）、概成済延長は約４２km（約１３％）、未

整備延長は約６０km（約１８％）となっている。 

○未整備延長のうち、都市計画決定から２０年以上経過している路線延長が約４

６km（約７６％）となっている。 

 

課  題 

○長期未着手の都市計画道路区域では、建築制限が長期化している。 

○長期未着手の都市計画道路では、計画当初と社会経済情勢や道路網体系が大き

く変化しており、整備の必要性に変化が生じている。 
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図１ 都市計画道路延長の推移 
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   計 幹線街路 区画街路 特殊街路 

路 線 数 130 115 13 2

 

車線表示 
332.89 320.67 9.82 2.40

なし 2.40 0.00 0.00 2.40

2 車線 227.31 217.49 9.82 0.00

4 車線 102.61 102.61 0.00 0.00

計画延長 
（km） 

6 車線 0.57 0.57 0.00 0.00

幅  員 
計画延長 

（km） 

改良済延長

（km） 

概成済延長 

（km） 

整備率 

(％) 

40m 未満～30m 以上 10.21  10.21 0.00 

30m 未満～22m 以上 82.13 70.16 0.00 

22m 未満～16m 以上 87.68 62.21 3.91 

16m 未満～12m 以上 80.73 48.74 16.87 

12m 未満～ 8m 以上 59.52 30.79 21.54 

8m 未 満 12.55 8.50 0.44 

計 332.89 230.61 42.76 

69.3

 

図２ 整備状況別内訳 

概成済
13%（42km） 改良済

69%（231km）

未整備
18%（60km）

（総延長：333km）

路線数130路線

※概成済：概ね計画幅員の２／3 以上

または４車線以上の幅員

で供用している状態 

表２ 幅員別整備状況及び整備率 

表３ 車線数別計画延長 

※整備率＝改良済延長／計画延長×100％ 
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 図５ 道路整備状況と未着手路線の経過年数別路線分布

20～30年
10%（32km）

10～20年
8%（26km）

10年未満
3%（11km）

30年以上
79%（264km）

（総延長333km）

路線数130路線

20～30年
5%（3km）

10～20年
10%（6km）

10年未満
12%（7km）

30年以上
72%（43km）

（未整備区間：60km）

図３ 経過年数別内訳 

図４ 未整備区間経過年数別内訳 
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４．都市計画道路見直しの背景と必要性 

 

４－１ 社会状況の変化への対応 

 

人口減少社会等への移行に伴って変化する交通需要に的確に対応した都市計

画道路が求められている。 

 

○ これまでの都市計画道路は、人口増加と経済成長による市街地拡大や交通需要

の増加を前提に計画されてきた。しかし、人口は減少方向に向かい、経済も安定

的な成長で推移するものと予想される。 

 

○ いわき市の人口は、平成１２年現在約３６万人で、平成７年に比べわずかでは

あるが人口が減少している。平成３７年には、平成１２年に比べ約８％減少し、

約３３万人になるものと見込まれている。 

 

○ このような人口等の変化に伴い、いわき市の都市交通需要の総量は平成１３年

の約７５万トリップから、平成３７年には約７１万トリップと約５％の減少、こ

のうちの自動車利用トリップも約３％の減少と推計されている。 
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図７ いわき市に発着する交通量の動向 

注）平成１４年度 いわき都市圏総合都市交通体系調査報告書(いわき市)」より 

:756 :752 :712 

209 136 103 
316 192 17

421

539
522

282 

18
16

注）「いわき都市圏のあすの都市交通(パンフレット)」
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（ 28） （ 29）

人 口（ 万 人）

約33万人
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図６ いわき市の人口動向 
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４－２ まちづくりの変化への対応  

 

まちづくりの変化に対応した都市計画道路が求められている。 

 

○ これまでのまちづくりは、人口の増加等を背景とした都市化社会に対応して市

街地を拡大する方向で行われてきたが、都市型社会を迎え、これからのまちづく

りの方向は、市街地の拡大を抑制し、都市機能の集約・コンパクト化、中心市街

地の活性化へと移行しつつある。 

 

○ 歴史的・文化的資源に対する価値観の高まりにより、これらの資源を生かした

地域主体のまちづくりや自然環境の保全等が重視されてきている。 

また、安心して安全に暮らせるまちづくりの意識も高まっている。これらの市

民ニーズの変化に対応した都市計画道路の整備も求められている。 

 

○ 都市計画決定当初の面的整備事業や大規模開発計画の中止または見直し等に

より、整備の必要性に変化が生じてきている都市計画道路もあり、これに対応し

ていく必要も生じている。 

 

４－３ 公共事業の効率化への対応 

 

財政状況が厳しさを増す中、長期間未着手の状態にある都市計画道路につい

て、整備の必要性等を再評価することが必要になっている。 

 

○ バブル崩壊後、財政状況が厳しさを増してきており、道路・街路事業費も抑制

傾向になっている。 

 

○  限りある財源の中で効率的な道路整備が求められており、長期間未着手の都

市計画道路については、既存道路の活用可能性等を踏まえた上で、整備の必要

性の再評価が必要になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 9 -

４－４ 道路構造令の改正への対応 

 

道路構造令の改正により、歩道等の幅員が変更されており、これに対応してい

く必要がある。 

 

○ 平成１３年７月に道路構造令の改正が行われ、安全で快適な歩行者、自転車空

間を確保することや、都市部の幹線道路は原則植樹帯を設置することが標準とな

った。 

 

○ 長期間未着手の都市計画道路等の整備にあたっては、道路構造令に適合しない

路線もあり、地域の実情を踏まえた幅員構成の検討など、これらへの対応を図っ

ていく必要が生じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図８ 自転車歩行者道等の幅員の変遷 
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５．都市計画道路見直しの基本的な考え方  

 

  ○ 都市計画道路は、将来都市像の実現に向けて、都市計画基礎調査や都市交通調 

査、整備の方向性等を踏まえ、都市計画決定されたが、社会状況やまちづくりの

変化、公共事業の効率化、道路構造令の改正等を背景に、都市計画決定から長期

間未着手の都市計画道路は、従来の機能が低下し、その必要性が変化している可

能性があり、また、都市計画決定による権利の制限によるまちづくりへの影響な

どが懸念されるため、早急な見直しを図ることが必要である。 

  

○ 長期未着手の都市計画道路の見直しにあたっては、現在の都市計画道路として

の役割を十分に検証、評価するとともに、都市計画道路網全体の総合的な視点か

ら見直しを検討していくことが望ましいとの考えのもとに、都市計画道路の見直

しの基本的な考え方を示すこととする。 

  

５－１ これからの都市計画道路整備のあり方 

    

総合都市交通マスタープランでは以下に示す「目指すべき将来都市像」「これか

らの道路整備のあり方」を提案しており、これに準じた都市計画道路の整備を行

っていく必要がある。 

(注)「いわき都市圏のあすの都市交通」に基づき整理。 

目指すべき将来都市像 

都市交通マスタープランの中で設定されている将来都市像の実現を目指すものと 

する。 

○ 広域 及び 市街地間の交流と連携の活発な都市 

○ 中心性と拠点性の高い魅力的な活力ある都市 

○ 豊かな自然とコンパクトな市街地が共生する安全・安心、環境に配慮した都市 

 

これからの道路整備のあり方 

目指すべき将来都市像の実現を図る都市交通の３つの基本目標の観点から、これ 

からの都市計画道路の整備は、以下を目指すものとする。 
〈基本目標〉   〈これからの都市計画道路整備の方向〉 

再生・活力 
・都市の一体化促進、中心市街地の活性化に役立つ道路の整備

・渋滞がなく、円滑に走れる道路網の整備 

  

安全・安心 
・安全で快適な自転車・歩行者空間の整備 

・災害に強く、防災にも役立つ道路の整備 

  

環  境 ・環境やまち並みに配慮した道路の整備 
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５－２ 見直しの基本的な視点  

 

見直し対象路線については、次に示す視点から路線ごとに必要性や変更の方向

性を検証し、事業の実現性や既存道路による機能代替性を考慮して、総合的に検

証・評価する。 

   その結果、必要性が高いと判断される路線については、「継続・変更候補路線」、

必要性が低いと判断される路線については、「廃止候補路線」として、それぞれ位

置付ける。 

 

 

■ 路線機能の検証・評価 

 

都市の再生・活力 

①都市間・拠点間の連絡のために必要か 

②土地利用支援のために必要か 

③交通の円滑化のために必要か 

 

生活の安全・安心 

④自転車・歩行者の安全・快適のために必要か 

⑤都市防災のために必要か 

 

環境・景観 

⑥都市環境形成のために必要か 

 

■ 既存道路による機能代替性の検証・評価 

     ⑦既存道路があり機能代替が可能か 

 

■ 事業実現性の検証・評価 

     ⑧地域のまちづくりの取り組みと整合しているか。 
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５－３ 見直し検討の進め方 

 

見直し検討は、次のステップにより進める。これにより、見直し検討の対象路

線の「継続」「変更(線形、幅員)」「廃止」路線候補を抽出し、見直し計画案を

作成する。 

 

ステップ１ ： 見直し対象路線の抽出 

ステップ２ ： 見直し対象路線の検証・評価 

ステップ３ ： 見直し計画案の作成 

 

 

○ 見直し検討における見直し計画の用語を以下のように定義する。 

 

継   続： 現都市計画道路の計画内容をそのまま継続する。ただし、局所

的な計画変更等の軽微な変更を行う場合がある。 

 

変更(線形)： 現都市計画道路の起終点、経由地 又は 線形を変更する。 

 

変更(幅員)： 現都市計画道路の計画幅員を、車線数の設定とともに道路構造

令に適合するように変更する。 

 

廃   止： 現都市計画道路を、既存道路や他の都市計画道路等の有無と機

能を考慮した上で廃止する。 
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○見直し検討フロー  

都市計画道路の見直しは、以下の手順により進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 行 都 市 計 画 道 路 網 

見直し対象路線の抽出（ステップ 1） 

① 未着手区間のある幹線街路 

② 事業計画等に位置づけのない区間がある路線 

③ 都市計画決定から２０年以上経過している路線 

④ その他 

見直し対象路線の検証・評価（ステップ２） 

■ 路線の有する機能の検証・評価 

■ 既存道路による機能代替性の検証・評価 

■ 事業実現性の検証・評価 

路線の必要性の総合的検証・評価 

変更の必要性の検討 

変更（線形・幅員）候補 廃止候補 

見直し計画案の作成（ステップ３） 

○見直し候補路線の検証 

・ネットワーク構造の検証 

・将来交通処理の検証、幅員の検証 

見直し路線（変更・廃止） 

○見直し計画案の作成 

・変更及び廃止路線の計画案 

・見直しに伴う課題整理と対応方針 

関係機関 

との 

協議・調整 

必要性高い 
必要性 

低い

必要性有り 

必要性無し 

継  続 

継続路線 

YES

NO 

合意形成・都市計画変更手続きへ 

見直し基本方針 

（ガイドライン） 
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○ 各ステップの検討概要 

 
ステップ１ ：見直し対象路線の抽出 

路線の概要(現況)を把握するため、整備状況等を示した路線別の現況図を作成

し、路線別チェックリストにより、未着手区間の有無、事業計画等に位置づけの

ない区間の有無、都市計画決定から２０年以上経過しているか、その他の理由か

ら、計画の見直し検討が必要と想定される都市計画道路を抽出する。 

 
ステップ２ ：見直し対象路線の検証・評価 

ステップ１で見直し対象として抽出された路線について、ステップ３の見直し

対象路線の見直し計画案の作成に向けて、見直し対象路線ごとに路線の機能、既

存道路の状況、事業実施上の制約要因等を整理した路線別チェックリストにより、

見直し対象路線の総合的な検証・評価を行う。 

 

路線の必要性の総合的検証・評価 

・路線別チェックリストに基づいて各路線の有する機能を検証するととも

に、既存道路等の活用による機能代替の可能性の検討等から路線の必要

性を総合的に評価する。 
 

見直し候補路線の検討 

・路線の必要性が高いと評価された路線については、路線ごとに事業実施

上の制約要因や交通機能等を総合的に検討し、現計画の線形や車線数に

ついて変更の方向性を検討する。なお、路線の必要性が低いと評価され

た路線については「廃止」候補路線とする。 

 
ステップ３ ：見直し計画案の作成 

変更路線や廃止路線についての合意形成や都市計画変更に向けて、関係機関と

調整・協議を行い、見直し計画案の作成を行う。 

 

見直し候補路線の検証 

・ステップ２により抽出された見直し候補路線について、都市計画道路以

外の路線や今回の見直し検討の対象外となった路線を加え、道路ネット

ワークとしての連続性等の検証とあわせて、道路密度が確保されている

か検討する。 

・また、将来交通量の検討により交通機能の検証を行うとともに、車線数

の設定、道路構造令に適合した幅員の検証を行う。 
 

見直し計画案の作成 

・見直し候補路線の検証を踏まえ、変更（線形、幅員）路線計画や廃止路

線計画の路線別計画案を作成するとともに、都市計画道路網の見直し計

画案を作成する。また、現計画の変更や廃止に伴って生じる課題を路線

ごとに整理するとともに、対応方針を検討する。 
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５－４ 見直し対象路線の抽出（ステップ１） 

 

①都市計画道路のうち未着手区間のある幹線街路を対象とする 

 

○未着手区間（概成済を含む）のある都市計画道路を見直し対象路線とし、事業中

（暫定供用中含む）あるいは事業化手続き中の路線は検討対象外とする。 

 

概  成  済 ：概ね計画幅員の２/３以上 又は ４車線以上の幅員が供用し 

ている状態。 

暫 定 供 用 ：計画幅員通りの整備ができているものの、計画時の車線数で 

供用されていない状態。 

 

○都市計画道路には、自動車専用道路、幹線街路、区画街路 及び 特殊街路がある

が、以下の理由により、幹線街路を見直し対象路線とする。なお、幹線街路には、

主要幹線街路、都市幹線街路 及び 補助幹線街路の３種類がある。 

・都市計画道路のうち、自動車専用道路は、いわき市には存在していないた

め見直し対象とならない。 

・区画街路、特殊街路は、特定の機能や目的に対応し、あるいは局所的な土

地利用に対応して定められており、これらの街路については必要に応じ別

途個別に見直し検討を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車専用道路

道路の区分

幹
線
街
路

主要幹線街路

都市幹線街路

　都市間高速道路、都市高速道路、一般自動車道等の専ら自動車の交通の用に供す
　る道路で、広域交通を大量でかつ高速に処理する。

道　路　の　機　能　等

　都市の拠点間を連絡し、自動車専用道路と連携し都市に出入りする交通や都市内の
　枢要な地域間相互の交通の用に供する道路で、特に高い走行機能と交通処理機能を
　有する。

　都市内の各地区又は主要な施設相互間の交通を集約して処理する道路で、居住環　
　境地区等の都市の骨格を形成する。

補助幹線街路
　主要幹線街路または都市幹線街路で囲まれた区域内において幹線街路を補完し、区
　域内に発生集中する交通を効率的に集散させるための補助的な幹線街路である。

区　画　街　路

特　殊　街　路

　街区内の交通を集散させると共に、宅地への出入交通を処理する。また街区や宅地　
　の外郭を形成する、日常生活に密着した道路である。

　自動車交通以外の特殊な交通の用に供する次の道路である。
　　　ア．専ら歩行者、自転車又は自転車及び歩行者のそれぞれの交通の用に供する　
　　　　　道路
　　　イ．専ら都市モノレール等の交通の用に供する道路
　　　ウ．主として路面電車の交通の用に供する道路

注） 「都市計画マニュアル」 (社)日本都市計画学会編より

表４ 都市計画道路分類と機能 
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②事業計画等に位置付けがない区間のある路線を対象とする 

 

○都市計画道路のうち、事業計画等に位置付けがなく、未着手となっている区間あ

る幹線街路を見直し対象路線とする。 
 

③都市計画決定から２０年以上経過している路線を対象とする 

 

○都市交通マスタープランや総合都市交通マスタープラン等の都市計画関連の計

画は、概ね２０年先を見通した計画としており、都市計画決定から２０年以上経

過した都市計画道路については、その役割が変化している可能性があるため、見

直し対象路線とする。 
 

④その他の対象とすべき路線 

 

○整備済や暫定供用中の路線であっても、交通渋滞が激しい、歩行者や自転車が多

く歩道をスムーズに走行できない（歩道がない）などの交通問題があり、早期に

改善の必要が求められる路線は、根拠を明らかにした上で、見直し対象路線に加

えるものとする。 

 

 

【見直し対象路線抽出フロー】 

見直し対象外路線 

ＮＯ 

市域の都市計画道路 

区画街路・特殊街路 幹線街路 

整備済・暫定供用中
または事業中の路線 

未着手区間または事業計画
に位置付けのない区間があ
る路線

整備済・暫定供用
中の路線 事業中の路線 

都市計画決定から 

２０年未満の路線

都市計画決定から 
２０年以上経過し
ている路線 

問題区間があり、早
期に改善が求めら
れる路線か？ 

見直し対象路線 整備を推進 

YＥＳ 
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５－５ 見直し対象路線の検証・評価（ステップ２） 

 

■ 路線機能の検証・評価 

 

① 都市間・拠点間の交流連携のために必要かについて 

 

○主要拠点地区や主要施設、交通結節点へのアクセスを目的とした道路か？ 

・少子高齢化、人口減少等の成熟した社会を迎えるに当たり、持続的な都市

活力の向上を図るためには、他都市間や市内拠点地区間の交流・連携を促

進していくことが重要である。 

・交流・連携を促進するため、都市内の主要な拠点地区や主要施設へアクセ

スする路線として、整備の必要性が高い路線か否か検証・評価する。 

 

 

 

 

② 土地利用支援するために必要かについて 

 

○面的整備事業の支援を目的とした道路か？ 

・魅力あるまちづくりに向けて、中心市街地の活性化や既成市街地再編等を

支援するための路線として整備の必要性が高い路線か否かを検証・評価す

る。 

・社会経済情勢の変化等により土地区画整理事業などの面的整備事業や都心

近郊での大規模開発等の土地利用計画が見直し（中止・休止）され、その

必要性が低下している可能性がある路線について、整備の必要性が高い路

線か否か検証・評価する。 

 

③ 交通の円滑化のために必要かについて 

 

○自動車交通処理のために整備が必要か？ 

・都市化社会から都市型社会への移行に伴う交通需要の変化や都市計画道路

以外の道路整備による道路網体系の変化等により、交通処理機能に変化が

生じている可能性がある路線について、交通量に変化に対応する整備の必

要性が高い路線か否か検証・評価する。 

 

都市内拠点 交通結節点 拠点・拠点施設 等 

都心部 

副都心部 

市町村内の主要地区 

その他の活動拠点 

大規模再開発事業地区等 

高速道路ＩＣ 

空港 

港 

鉄道駅 

バスターミナル 

行政機関 

病院 

大学 

観光地 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ拠点 

市場 

流通センター 

工業団地 

リゾート拠点 

住宅団地 

学園都市 

表５ 拠点地区・拠点施設（例） 

注）「ゆとり社会と街づくり・道づくり」（国土交通省 都市局 監修）
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④ 自転車・歩行者の安全・安心・快適のために必要かについて 
 
○自動車・歩行者の安全・快適のために整備が必要か？ 

・高齢社会に向けて、道路構造令の改正等にも見られるように安全で快適な

自転車・歩行者のための空間確保が求められてきているため、整備の必要

性が高い路線か否か検証・評価する。 
 

   ○ユニバーサルデザイン化が特に求められる道路か？ 

・安全で安心な暮らしの実現に向けて、ユニバーサルデザイン化を特に進め

る必要性が高い路線か否か検証・評価する。 
 

⑤ 都市防災のために必要かについて 

 

○災害時の緊急輸送路や避難路として整備が必要か？ 

・都市防災上、災害時の避難路や緊急活動のために道路は、重要な役割を果

たすため、防災への意識が高まりつつある中、生活の安心と安全を向上さ

せる緊急輸送路または避難路として、また、避難地や防災拠点へアクセス

する道路として、整備の必要性が高いか否か検証・評価する。 
 

○消防車両の通行路及び住民避難路を確保するために整備が必要か？ 

・消防活動を阻害する一要素である道路狭隘、急坂（段差）及び行き止り区

域を改良し、緊急車両の通行路及び住民避難路を確保するために整備の必

要性が高いか否か検証・評価する。 

 

⑥ 都市景観形成のために必要かについて 
 
○都市景観形成のために整備が必要か？ 

・環境と調和したまちづくりや、個性・魅力あるまちづくりのために幅広の

歩行者空間、植栽・ストリートファニチャー等のための空間確保が必要な

路線か否かを検証・評価する。 

 

■ 既存道路による機能代替性の検証・評価 

 

⑦ 既存道路等があり機能代替が可能かについて 
 
○財源が厳しさを増す中、効率的に都市計画道路を整備していくためには、既

存道路を積極的に有効活用していくことが重要であるため、路線の有する機

能を代替できる既存道路が存在するか否か検証・評価する。 
 
○代替道路については、以下の点で検証・評価を行う。 

  ・都市計画道路と重なる現道が存在する場合、交通処理機能や安全で快適

な歩行空間が確保されているか否か検証・評価し、現況道路の活用を検

討する。 

  ・現道のない都市計画道路に並行して同程度の機能（幅員、車線など）を

有する現道が存在する場合、都市計画道路の有する機能を代替できるか

否か検証・評価し、現況道路活用の可能性を検討する。 
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■ 事業実現性の検証・評価 

 

⑧ 地域のまちづくりの取り組みと整合しているかについて 

 

○事業実施が困難な物理的・地形的な制約はあるか？ 

・都市計画道路の必要性は認められても、道路構造と地形条件等に不適合が

あり、現計画では事業が困難な路線については、計画内容を見直す必要性

が高い路線とし、線形変更等で対応が可能かを検討する。 

 

○貴重な歴史的文化的資源、自然資源を喪失しないか？ 

・現計画の都市計画道路を整備することによって、沿道地域固有の貴重な文化

的歴史的資源（街並み等）や自然資源を喪失する可能性もあることから、現

計画のまま整備を行うことが妥当か、また線形変更等で対応可能かを検討す

る。 

 

○住宅密集地で多くの家屋移転を要し、地域のコミュニティを喪失しないか？ 

・中心市街地や既存の家屋が密集した地域において都市計画道路を整備する

ことにより、多くの家屋移転とともに既存のコミュニティが喪失するなど、

地域への影響かあるか否か検討する。 

 

○地域（沿線住民）から整備に対する陳情・要望はあるか？ 

  ・都市計画道路の整備にあたっては、地域の理解と協力が不可欠であり、都

市計画道路の整備に対して地域がどのように考えているか。また、陳情・

要望等があるか否かなど、地域の意向を踏まえるものとする。 

 

■ 判定基準 

 

見直し候補路線は、次の判定基準により判定し選定するものとする。 

なお、路線の必要性については、検証・評価で一つでも「はい」があれば、必要

性が高い路線と判断する。ただし、必要性が高くてもその機能を代替する路線・

区間がある場合には、見直し候補(廃止)とする。 

 

必要性 代替性 実現性 判  定 

あり － 見直し候補（廃止） 

高い 継 続 高い 
なし 

低い 見直し候補（変更） 

低い － － 見直し候補（廃止） 
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５－６ 見直し計画案の作成（ステップ３） 

 

変更路線や廃止路線の都市計画変更に向けて、関係機関と調査・協議を行ながら、

見直し計画案を作成する。 

 

見直し候補路線の検証 

○ ネットワーク構造の検証 

・見直し候補路線に、都市計画道路以外の路線や見直し検討の対象外となった

路線を加え、道路ネットワークとしての連続性等を検証する。 

・ネットワークに欠落部分があり連結が必要な場合や線的に不連続な場合には、

路線の起終点変更等での対応策を検討する。 

○ 道路密度の検証 

・ネットワーク構造の検証とあわせて、用途地域の指定状況や土地利用状況等

に対応した適切な道路密度が確保されるか検討する。 

○ 将来交通処理の検証、車線数・幅員の検証 

・道路ネットワークにおける将来交通量の推計により、見直しの有無による交

通処理面での問題・課題、影響等を路線ごとに検証する。 

・交通処理面で問題がなく、現計画を変更・廃止することが地域の実情に整合

している場合には、変更・廃止路線（案）として位置付ける。 

・交通需要量が交通容量を大きく上回る場合は、路線の車線数不足と想定され、

逆に大きく下回る場合は車線数が過大になっていると想定される。これらの

検証を踏まえた上で、路線の適正な車線数を設定するとともに、道路構造令

に適合した道路幅員について検討を行う。 

 

見直し計画案の作成 

○ 変更（線形、幅員）路線 及び 廃止路線の計画案 

・見直し候補路線の検証を踏まえ、変更（線形、幅員）路線や廃止路線の見直

し計画案を作成するとともに、都市計画道路網の見直し計画案を作成する。 

・廃止に当たっては、廃止路線の機能を代替する路線の計画、線形変更や幅員

変更に当たっては予備設計レベルでの計画代替案の検討や事業性評価の検

討等を行う。 

○ 見直しに伴う課題整理と対応方針 

・路線の変更・廃止に伴って検討、対応が必要となる次のような課題を路線ご

とに整理するとともに、課題への対応方針を検討する。 

地元住民への対応に関する課題 

・都市計画法第５３条（建築制限）やセットバック協力者への対応 

・見直しに向けた住民の合意形成のあり方 等 

代替道路の活用に関する課題 

・代替道路のネットワークとしての連続性 

・代替道路の都市計画決定の必要性とそれに伴って生じる課題 等 

用途地域に関する課題 

・廃止に伴う用途地域指定(土地利用規制)の変更の必要性 

・ 既存適格建築物の不適格化への対応 等 
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５－７ 見直しの時期 

 

都市計画道路の見直しは、できるだけ早期に行うことが望ましいが、見直し路線と

して選定されてから、概ね５年以内を目途とする。 

 

 また、都市計画道路の見直しにあたっては、見直し路線を地区別に整理し、地域と

の協働作業により、見直し計画案等を作成するなど、地域の合意形成等が図りながら

行っていくものとする。ただし、都市計画道路の見直しについて地域からの陳情や要

望等のある路線については、優先的に見直しを行っていくこととする。 
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路線番号・路線名  延長 ｍ 幅員 ｍ 車線数 車線 起点  終点  

当初決定年月日・告示番号 □昭和 □平成  年 月 日  告示第   号 最終決定年月日・告示番号 □昭和 □平成  年 月 日   告示第   号 事業主体 □国  □県  □市 

土地利用状況 □住居系 □商業系 □工業系 □その他（    ） ※複数回答可 都市計画制限 
□あり→ 

□なし 

具体的な制限内容を記述 

検証・評価項目 検 証 ・ 評 価 内 容 判 定 

□はい  □いいえ→いいえ（未着手区間なし）、整備済または暫定供用中の場合は「④」へ 
①未着手区間があるか 

整備済延長 ｍ 概成済延長 ｍ 事業中延長 ｍ 未着手延長 ｍ 

②事業計画等に位置づけのない区

間があるか 
□はい  □いいえ 

③都市計画決定から２０年以上経過している区間があるか 
※基準日：平成 年 月 日  

□はい  □いいえ（未着手期間   年） 

④その他：整備済または暫定供用

中路線について 

・交通渋滞の発生、歩行者・自転車の安全性などに

問題があり、早期に改善の必要があるか 

□はい 

□いいえ 

（具体的な内容を記述） 

□見直し対象→｢検証・評価｣へ 

□見直し対象外→記入終了 

□その他 

具体的な理由を記述 

  

検証・評価項目 検 証 ・ 評 価 内 容 判  定  総 合 評 価 

①都市間・拠点間の交流連携

のために必要か 

・主要拠点地区、主要施設や交通
結節点へのアクセスを目的と
した道路か 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

アクセスする拠点地区、主要施設、交通結節点を記述 
①路線の必要性 □高い □低い 

○道路ネットワーク構

造の検証 
□問題なし 
□問題あり→見直し対象外 

②土地利用支援のために必要

か 

・面的整備事業等の支援を目的と

した道路か 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

事業名を記述 
②路線の代替性 □あり □なし 

 

○道路密度の検証 
□問題なし 
□問題あり→見直し対象外 

③円滑な都市交通処理のため

に必要か 

・自動車交通処理のため整備が必

要か 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

必要とした理由を記述 
③事業の実現性 □高い □低い ○将来交通処理の検証 □問題なし 

□問題あり→見直し対象外 

・自転車・歩行者の安全・安心・

快適のために必要か 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

必要とした理由を記述 
○幅員の検証 □問題なし 

□問題あり→見直し対象外 ④自転車・歩行者安全・安心・

快適のために必要か ・ユニバーサルデザイン化が特に

求められる道路か 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

必要とした理由を記述 
判 定 

□継続 

□見直し候補（変更） 

□見直し候補（廃止） 

・災害時の緊急輸送路や避難路と

して整備が必要か 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

避難地や防災拠点名、必要とした理由を記述 

⑤都市防災のために必要か 
・消防車両の通行路や住民避難路

を確保するため整備が必要か 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

必要とした理由を記述 

必 

 

 

 

要 

 

 

 

性 

⑥都市景観形成のために必要

か 

・都市計画形成のために整備が必

要か 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

必要として理由を記述 

⑦-１都市計画道路に重なる

現道はあるか 

□はい→「現道の状況」へ 

□いいえ→「②」へ 
・どれくらい重なるか 

□ほぼ全線重複 □半分以上  

□半分以下 

⑦-２同程度の機能をもつ並

行する現道はあるか 

□はい→「現道の状況」へ 

□いいえ→記入終了 
・どれくらい離れているか 都市計画道路から約    ｍ 

・道路幅員 Ｗ＝  ｍ  （□広い：大型車すれ違い可 □やや広い：大型車通行可 □狭い：大型車通行不可） 

・センターライン □あり  □なし ・自動車交通状況 □問題なし □朝夕のみ混雑 □朝夕以外も混雑 □不明 

・歩道の有無及び幅員 □あり （□広い：3.5m 以上 □普通：1.5～3.5m 程度 □狭い：1.5ｍ以下）  □なし 

代 

 

 

替 

 

 

性 

現 

道 

の 

状 

況 ・歩行者交通状況 □問題なし  □朝夕のみ混雑  □朝夕以外も混雑  □不明 

・事業実施が困難な物理的・地形

的制約があるか 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

困難な理由を記述 

・貴重な歴史的資源、自然資源を

喪失しないか 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

喪失する資源名を記述 

・住宅密集地で多くの家屋移転を
要し、コミュニティを喪失しな
いか 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

住宅密集地名を記述 

実 

 

 

現 

 

 

性 

⑧地域のまちづくりの取り組

みへの影響 

・沿線住民から整備に対しての陳

情・要望はあるか 

□はい→ 
□いいえ 
□不明 

陳情・要望内容を記述 

【見直しの方針】 

 

【見直し計画案の方針】 

■路線の概要 

■見直し対象路線の抽出 

■見直し対象路線の検証・評価 

路 線 別 
 

チェック 
 

リ ス ト 

■見直し候補路線の検証 




